
公益法人の
区分

国所管、都道府県
所管の区分

応札・応募者数

ＧＲＩＮ結晶特性計測等役
務

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
新世代装備研究所
総務課長
木村　浩一
東京都世田谷区池尻１－２
－２４

令和8年1月14日
株式会社トプコン

東京都板橋区蓮沼７５－１
4011401004725

本件の履行にあたっては、
SiGe GRIN結晶成長技術、形
状加工技術、光学計測技
術、SiGe結晶・GRINレンズ
関連技術に関する知見を有
していることが必要不可欠
であるが、公募を実施した
結果、本要件を満たすのは
㈱トプコン１者のみであっ
たため。（会計法第29条の3
第4項）

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

40,150,000 -

宇宙物体の接近・追従等に
関するシナリオ作成作業

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
新世代装備研究所
総務課長
木村　浩一
東京都世田谷区池尻１－２
－２４

令和8年1月14日

富士通株式会社

神奈川県川崎市中原区上小
田中４－１－１

1020001071491

本件の履行にあたっては、
STKを使用したシナリオ作成
及び軌道決定に係る知識及
び技術を有していることが
必要不可欠であるが、公募
を実施した結果、本要件を
満たすのは富士通㈱１者の
みであったため。（会計法
第29条の3第4項）

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

24,490,400 -

次期警戒管制レーダ装置の
性能確認試験のための技術
支援（その５）

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
新世代装備研究所
総務課長
木村　浩一
東京都世田谷区池尻１－２
－２４

令和8年1月15日

三菱電機株式会社

東京都千代田区丸の内２－
７－３

4010001008772

本件の履行にあたっては、
次期警戒管制レーダ装置の
試作の試作契約での成果を
継承し、当該調達に必要と
なる技術又は知識等を有し
ていることが必要不可欠で
あるが、常続的公示を実施
した結果、本要件を満たす
のは三菱電機㈱１者のみで
あったため。（会計法第29
条3の第4項）

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

66,000,000 -

スマート暗視センサ評価装
置の点検及び更新作業

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
新世代装備研究所
総務課長
木村　浩一
東京都世田谷区池尻１－２
－２４

令和8年1月21日
日本電気株式会社

東京都港区芝５－７－１
7010401022916

本件の履行にあたっては、
スマート暗視センサ評価装
置の機能、性能及び構造に
係る知識を有していること
が必要不可欠であるが、公
募を実施した結果、本要件
を満たすのは日本電気㈱１
者のみであったため。（会
計法第29条の3第4項）

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

3,377,000 -

統合化航海支援装置の整備

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
新世代装備研究所
総務課長
木村　浩一
東京都世田谷区池尻１－２
－２４

令和8年1月21日

東京計器株式会社

東京都大田区南蒲田２－１
６－４６

3010801008436

本件の履行にあたっては、
統合化航海支援装置の機
能・性能及び構造に関する
知識及び技術を有している
ことが必要不可欠である
が、公募を実施した結果、
本要件を満たすのは東京計
器㈱１者のみであったた
め。（会計法第29条の3第4
項）

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

2,915,000 -

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにそ
の所属する部局の名称及び所

在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称
及び住所

法人番号
随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数

公益法人の場合

備考

付紙様式第４



公益法人の
区分

国所管、都道府県
所管の区分

応札・応募者数

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにそ
の所属する部局の名称及び所

在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称
及び住所

法人番号
随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数

公益法人の場合

備考

電気駆動型高出力レーザシ
ステムの性能確認試験のた
めの技術支援（３）

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
新世代装備研究所
総務課長
木村　浩一
東京都世田谷区池尻１－２
－２４

令和8年1月22日

株式会社東芝

神奈川県川崎市幸区堀川町
７２－３４

2010401044997

本件の履行にあたっては、
試験艦「あすか」搭載用装
置の機能•性能及び構造に関
する知識及び技術を有して
いることが必要不可欠であ
るが、公募を実施した結
果、本要件を満たすのは㈱
東芝１者のみであったた
め。（会計法第29条の3第4
項）

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

3,207,600 -

ＧＲＩＮレンズ大口径化検
討役務

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
新世代装備研究所
総務課長
木村　浩一
東京都世田谷区池尻１－２
－２４

令和8年1月26日
株式会社トプコン

東京都板橋区蓮沼７５－１
4011401004725

本件の履行にあたっては、
SiGe GRIN結晶成長技術、形
状加工技術、光学計測技
術、形成加工技術及びGRIN
レンズ関連技術についての
技術的知見を有しているこ
とが必要不可欠であるが、
公募を実施した結果、本要
件を満たすのは㈱トプコン
１者のみであったため。
（会計法第29条の3第4項）

同種の他の契約の
予定価格を類推さ
れるおそれがある
ため公表しない

33,660,000 -

洋上標的機運用作業（その
２）

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
新世代装備研究所
総務課長
木村　浩一
東京都世田谷区池尻１－２
－２４

令和8年1月26日

株式会社ＡｉｒＫａｍｕｙ

愛知県名古屋市天白区植田
西２－１３０７

2011001149385

本件の履行にあたっては、
国内生産品を用いたドロー
ンを保有し、離発着場が移
動かつ動揺している洋上に
おける飛行技術•実績を有し
ていることが必要不可欠で
あるが、公募を実施した結
果、本要件を満たすのは㈱
ＡｉｒＫａｍｕｙ１者のみ
であったため。（会計法第
29条の3第4項）

18,529,500 18,524,000 99.970%

電気駆動型高出力レーザシ
ステムの性能確認試験のた
めの技術支援（２）

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
新世代装備研究所
総務課長
木村　浩一
東京都世田谷区池尻１－２
－２４

令和8年1月28日

日本成層圏通信株式会社

東京都港区高輪２－１－５
１　高輪ホームズ８Ａ

3010401066611

本件の履行にあたっては、
小型固定翼無人機
(AeroVironment社　SYSTEM,
TOP, C-CODE, M3/M4/M6
NATO, VAMPIRE&KESTREL,
2145, PUMA AE3｡ 以下「本
装置」という。)の機能、性
能及び構造に関する知識及
び技術を有するとともに、
本装置の開梱、設置組立、
点検、運用(離陸、飛行から
着陸まで)、撤収、梱包の要
領に関する知識及び技術を
有していることが必要不可
欠であるが、公募を実施し
た結果、本要件を満たすの
は日本成層圏通信㈱１者の
みであったため。（会計法
第29条の3第4項）

3,346,200 3,300,000 98.619%



公益法人の
区分

国所管、都道府県
所管の区分

応札・応募者数

物品役務等の名称及び数量
契約担当官等の氏名並びにそ
の所属する部局の名称及び所

在地
契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称
及び住所

法人番号
随意契約によることとした会
計法令の根拠条文及び理由

（企画競争又は公募）
予定価格 契約金額 落札率

再就職の役
員の数

公益法人の場合

備考

洋上標的機運用作業（その
１）

１件

分任支出負担行為担当官
防衛装備庁
新世代装備研究所
総務課長
木村　浩一
東京都世田谷区池尻１－２
－２４

令和8年1月29日

有限会社タイプエス

群馬県前橋市荒牧町２－５
０－２８

8070002007459

本件の履行にあたっては、
国内生産品を用いたドロー
ンを保有し、離発着場が移
動かつ動揺している洋上に
おける飛行技術・実績及び
ドローン搭載GPS等の計測機
器が不安定になる艦体（磁
性体）での離発着技術・技
量を有していることが必要
不可欠であるが、公募を実
施した結果、本要件を満た
すのは㈲タイプエス１者の
みであったため。（会計法
第29条の3第4項）

32,340,000 32,340,000 100.000%

※公益法人の区分において、「公財」は「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。


